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シンボジウム 

第三世代の産学官連携 

長田 純夫 ( 福岡大学工学部教授，北九州産学連携推進室長 ) 

1. 産学連携の現状 学 技術総合会議の 設置、 科学技術関連子 

正確ではないが、 筆者が社会人になっ 算の充実、 TLO の設置、 研究公務員の 規 

た 頃 、 産学交流という 言葉を耳にした。 制 緩和、 など産学連携支援施策が 年々整 

その後、 産学協同を経て、 産学官協同 と 備されっ っ あ る。 余談であ るが、 比較的 

なり、 今日の産学連携になった。 したが 若い層に「産学官連携の 官とは大学以覚 

って、 その必要性は 半世紀近くも 叫ばれ の公的研究機関の 研究所または 研究者」 

続けている。 と誤解する向きがあ る。 歴史的には 「産 

近年、 産学連携がもっとも 強く主張さ 学 連携の仲を取り 持つには行政 ( 官 ) の 

れだしたのは 平成時代になってからであ 役割が不可欠」 という発想、 で産学から産 

る 。 若者の理工離れが 指摘され始め、 長 学官と表現するようになった。 英語で言 

引く不況対策の 最後の手段として 産学 違 え ば   Indus 七 ry   Academy   

携 による新技術の 創出が期待され、 世論 AdminiStration なので官の意味は 自明 

となり、 1998 年に「科学技術基本法」が であ る。 

超 党派的議員立法により 成立した。 そこ 第 1 世代と第 2 世代の共通点は 、 い ず 

では学の第 3 の役割として、 社会貢献を れも単発信、 シ一 ズ 発信ということであ 
明文化している。 そこで、 科学技術基本 る 。 そこで、 二 一ズ 発信、 産 発信型の産 

法成立までの 産学官連携を 第 1 世代、 同 学連携、 つまり第 3 世代の産学連携を 提 

法成立後のそれを 第 2 世代と呼ぶことに 案 する。 

する。 

第 1 世代の特徴はいわば、 自由放任型 

産学連携で、 産学それぞれの 立場からそ 2. ニーズ対応型の 優位性 

れぞれの分野と 規模で産学交流や 共同研 ①学の本質 

究 が行われた。 希望通りの産学連携が 進 学の 3 大使命に、 教育、 研究、 社会貢 

まない例も多く 、 産からは「学の 敷居が 献があ るとは言え、 その木質的役割は 学 

高い」、 学からは「中小企業と 共同研究し 術体系を確立するにあ ることは言を 待 

ても論文が書けない」「特定の 企業との共 たない。 生物の分類学のごとく、 あ るい 

同研究は全体の 奉仕者としての 役割を規 は図書館の書籍分類法のごとく、 学問 体 

定 している国家公務員法に 違反する」     系はほ ほ 網羅的に確立されている。 図 1 

どの苦情が往航した。 にその概念図を 示す。 これによって 学問 

科学技術基準法の 成立後は 「技術移転 を志す青年の 好み ( 進路 ) に応じた受け 

促進法」 (1998 年 八 産業活力再生特別措 皿となっている。 例外的に日本に 存在し 

直伝 (1999 年 八 「産業技術力強化法」 ない分野を専攻したいときは 留学とい 

(2000 年 ) などが相次いで 制定され、 利 う 道もあ る。 
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囲 「． 学術体形のイメージ 図 

ここで若者を 産業界に置き 換えると、 

産の有するあ りとあ らゆるニーズに 対す 

る受け皿、 すな ね ち、 対応できる要素技 

術を有する、 ということであ る。 「学は産 

の 教育機関ではない」 という議論は 後回 

しにして、 客観的事実として 「学は産に 

対応できる能力を 有している」 というこ 

とであ る。 

② 三一 ズ 発信は必ず当たる。 

シーズから新事業を 創出する確立は 0 

ではないが、 極めて低い。 新薬開発を例 

に取れば、 期間で 10 ～ 15 年、 開発費で 

100 ～ 150 億円を要すると 言 う 。 しかも、 

これは成功した 場合で、 失敗する場合が 

圧倒的に多い。 この状態を模式的に 図 2 

に示す。 ただし、 この図は学術の 体系を 

図 1 の断面図で表している。 シーズから 

事業化を狙 う のは目標が遠くて、 小さく 

て、 時間がかかる。 

一方、 ニーズから学術体系を 狙えば、 

図 3 のように必ずどこかの 要素技術に当 

たる。 目標は近くて、 大きくて、 時間も 
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図 2. シーズ 尭 産学連携のイメージ 図 
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図 3. ニーズ 発 産学連携のイメージ 図 

短い。 

3. 具体的方法と 問題点 

第 1 世代においても 第 2 世代において 

も産業界が大学を 訪ねてはならない、 と 

いうルールはない。 むしろ、 個々の産が 

個々の学を訪ね、 図 3 の方式で産学連携 

は進んでいるのが 現実であ ろう。 したが 

って、 ここで提案する 第 3 世代とは図 3 

を個人同志の 一騎打ち型 ( ランチェス タ 

一 第 1 の法則 ) ではなく、 産がシステマ 

ティックに学を 狙 う 団体戦 型 ( ランチェ 

スター第 2 の法則の応用 ) のことであ る。 

すな む ち、 従来のシーズ 発表会とは主客 

を 入れ替えて、 10 ～ 20 名の産のニーズ 発 

表者が学のキャンパスに 乗り込み、 学の 

教官および官のコーディネータの 前でニ 

ーズ発表をする。 

新しい文化は 必ず古い文化と 衝突し 、 

両者間の軋 礫が 生じる。 この問題を避け 

れば何も新しいものは 生まれて来ない。 
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の 産の ハ 一ドルと使命 

「我が社の抱えている 問題を公然と 発 

表する戦術は 取りません。 秘密をバラス 

ことになるし、 弱点を晒すことにもなる 

からです」 ニーズ発表会を 大学でやりま 

せんか、 と呼びかけた 時の企業からの 代 

表的反応であ る。 特に、 産学連携を自発 

的に実践している 企業ほどその 信念は固 

い。 しかし、 産学官が入り 交じって議論 
なして行く う ちに 「産学連携のニーズの 

中味」 について産側が 誤解していること 

が明らかになった。 

産 側は発表するニーズを 「経営戦略 相 

当のトップシークレット」 と理解する。 

産学連携でそれが 解決できたらこんなあ 

りがたいことはない。 しかし、 そのよう 

な課題は従来通り、 信頼できる学を 密か 

に 訪ね、 戦略を立てれば 良い。 ニーズ対 

応型産学連携の 趣旨は、 図 3 のように、 

学の持つ要素技術が 産のニーズに 要素的 

に活用できる 能力を探るのが 目的であ る。 

それは " わが社のもっている 主観的課題 " 

が対象ではなく、 産学連携の現状を 客観 

的に見て 、 " より活発化する 場作り " を 産 

側から提案する、 という社会貢献であ る。 

学 側も、 もし企業戦略的テーマを 相談 さ 

れても、 対応できる可能性はほとんどな 

い。 もち論、 産ニーズノ 学 ニーズのマッ 

チングが度重なる う ちに、 " 我が社の企業 

戦略 " に関わるぐらいまで 進展する ケ一 

スも 出て来るかも 知れない。 それこそが 

この第 3 世代の狙いでもあ る。 

産の役割は " 学の有する要素技術への 
具体的ニーズ " を発表することであ る。 

② 学の ハ 一ドルと使命 

「学は産の下僕になってはならない」 

という象牙の 塔的考えや発言が 依然とし 

て学内に存在する。 「産学連携は 日本の科 

学教育を無にする」 と憂えられる 大学教 

授も少なくない。 学の社会貢献が 調われ、 

TLO が全国に普及しっ っ あ る今日におい 

てなおこのような 現実であ る。 

筆者は大学における 産学連携の意味を 

以下のように 理解している。 大学の本分 

は 教育であ る。 しかし、 大学は最高学府 

なので、 最高の教育をする 義務があ る。 

そのために教官は 受け売り教育だけでな 

く、 自らが研究し、 産学連携も体験し、 

それらに基づいた 最先端の教育を 学生に 

施す義務があ る。 教育と研究と 産学連携 

は二律背反や 三者択一の問題ではなく、 

教育という大義のために 手段としての 教 

育 および産学連携があ るのであ る。 「産学 

連携は教育を 疎覚する」 という発想は 産 

学連携をやらない、 やれない、 またはや 

りたくない、 ための ェ クスキュー ズ にな 

り易い。 

大学の産業界下請廃止論に 対してはよ 

り明確に誤解を 指摘できる。 つまり、 国 

立大学の場合、 大学人の給料や 研究費は 

税金でまかなわれている。 納税者はもち 

論 、 産業界、 特に中小企業であ る。 産が 

栄えたら教官の 給料も研究費も 研究者の 

数も増える。 その逆も真であ る。 学の社 

会貢献とはその 因果関係を指摘したに 過 

ぎない。 

学の使命は上記のような 自らの役割を 

心から理解し、 次いで、 産のニーズ発表 

会が学内で開催されるとき、 積極的に参 

加し、 長年培った自らの 要素技術を社会 

に 活かそ う 、 という意識に 目覚めること 

であ る。 

長年の慣習から 論文至上主義の 大学が 

まだほとんどであ ると聞く。 一方で、 国 

五大学の独立法人化や 少子化社会の 到来 

で、 競争原理が働き、 特許や産学共同研 

究を論文と同等に 評価する動きも 出始め 

ている。 また、 「産学連携からは 論文は書 

けない」というのはおそらく 相愛であ り、 
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③ 官の ハ 一ドルと使命 

産学官連携と 言ったとき、 産と学が当 

事者であ り、 官は脇役であ り、 コーディ 

ネータであ る。 産 と学が自発的に 産学 連 

携を実施していれば、 科学技術基本法は 

不必要だし、 各種支援制度も 生れていな 

い。 ここで提案している 第 3 世代の産学 

連携を演出するのは 産でもなく、 学でも 

なく、 中立的客観的立場にあ る官であ る。 

近年、 文部科学 省 に産学連携 課が 、 経済 

産業省に大学連携推進課がそれぞれ 新設 

され、 さらに、 九州経済産業局には 同種 

の機関としは 初めて、 九州産学官交流 推 

進 センターが開設された。 また、 各自治 

体は科学産業技術振興に 関する財団を 必 

ず保有し、 産学連携を共に 推進している。 

これらの行政機関は 科学技術基本法の 成 

立 以来、 基本計画の策定とその 実施に追 

われている。 しかし、 先述したよ う に、 

これらの支援策はほとんど、 単 発信型、 

シーズ発信型になっている。 科学技術基 

本法は 「学の社会貢献」 という基本哲学 

を 打ち出したことに 意義があ り、 同法は 

細部の手法まで 触れていない。 したがっ 

て、 同基本計画にも 「ニーズ対応型産学 

連携」 は登場して来ない。 

産学連携は第 1 世代の自由放任型から 

第 2 世代の制度予算支援型に 入り、 今な 

お発展途上にあ る。 第 1 世代、 第 2 世代 

の長所を活かしつつ、 第 3 世代への挑戦 

が 今期待されている。 どの省庁が、 どの 

大学が、 どの地域が、 どの自治体がその 

端緒を開くのか。 チャンスは平等に 与え 

られている。 結果は早い者ほど 得るもの 

が 多い。 

4. 産学連携の理想 形 

「平成 15 年 0 月 0 日 、 13 時から A ム 

大学大講義里において、 全国で初めて 産 

学連携ニーズ 発表会が開催された。 発表 

者 15 名はすべて企業人で、 聞き手は ム 

ム大学の教官を 中心に近隣の 大学や自治 

体から 約 Ⅰ 50 名が参加した。 終了後、 会 

場から回収されたアンケート (96 通 ) に 

よれ ば 、 約 80% の参加者が今後もこのよ 

う な会には参加すると 答え、 46 名の大学 

人、 行政人が今回発表のあ った 15 件に 

対し、 共通課題を見出したと 回答してい 

る。 従来の産学連携発表会は 大学人また 

は 研究者が研究成果を 企業人の双で 発表 

する形式が取られるが、 今回のように 発 

表者と聴取者が 立場を替えての 方法は全 

国的にも実例がなく、 関係者はその 成果 

が既に現れたので、 今後も継続したいし、 

地大学や他地域でも 開催して欲しい、 と 

語った」 

以上は新聞記事 風 にまとめたニーズ 対 

応型産学連携発表会のイメージであ る。 

会場アンケートにより、 ニーズ VS シー 

ズマッチンバを 必ず実施し、 コーディネ、 

一夕 ( 行政人 ) が必要に応じて 介入する。 

TLO は技術移転に 基いているが、 要素 技 

術 請負により外部資金を 稼ぐチャンスも 

激増するだろう。 初めは要素技術に 関す 

る協同関係も、 やがて大きなプロジェク 

トや新事業創出に 繋がる場合も 出て来る 

に違いない。 

このようなニーズ 発表会が各地域で 地 

元大学を中心に 定着すれば、 「今度の産学 

連携帯 ( いち ) は鹿児島大学で 立ち、 ニ 

ーズ分野は農水畜産関係らしい」「 8 月の 

市 ( いち ) は 熊 大で情報分野のニーズ 発 

表が 1 日かけて 30 件もあ るらしい」 等 

の雑談が大学人間でなされるよ う になれ 

ばしめたものであ る。 産学連携特別区、 

産学連携地域 COE などの夢も広がる。 
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